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１Ｅ０７

シーズ型産学連携事業のマネジメントの要諦

○鈴木康之（社団法人科学技術と経済の会、立命館大学大学院）

．まえがき

経済活動のグローバル化の進展や、異分野融合による新事業領域創成の必要性等からの研究開発活動

オープン化の流れの中で、日本経済の活性化を促進するためには、今後、企業における研究開発活動の

アウトソーシング化を一層進展させる必要がある［ ］。しかしながら、研究開発活動のアウトソーシン

グ化による効果や、効果的に進めるマネジメント方法等については、未だ十分明らかにされていない。

そこで、アウトソーシング化の一形態である産学連携事業に特化して、その効果や効率的なマネジメン

ト方法を実態に即して明らかにする。

ここでは、シーズ型産学連携事業の成功事例をヒアリング調査で調査・分析し、シーズ型産学連携事

業を効率的・効果的に進めるためのマネジメント上の要諦を報告する。

．産学連携事業の分類

産学連携とは、大学等の教育機関・研究機関＊１と民間企業が連携し、研究開発を行ったり、事業を行

うことである［ ］。

従来は、ともすると大学にある技術の種（シーズ）をもらう、あるいは企業で困っている問題・課題

（ニーズ）を解決するという単純な連携であったが、昨今、新しい産業を創出することを目指した双方

向性の連携を強化する傾向が強まり、各大学等に産学連携推進体制が組織整備され、その活動が活発化

しつつある。

企業と大学が直接、産学連携事業を進める形態のほかに、公的組織機関が介在して進める事業形態も

ある。ここでは、企業が研究開発費の負担リスクによりシーズ型産学連携事業、ニーズ型産学連携事業

と分類する。即ち、

シーズ型産学連携事業＝企業が本事業に伴う経費負担を 負担する事業

ニーズ型産学連携事業＝企業が本事業に伴う経費負担を負わない事業から ％未満負担する事業

．ヒアリング調査実施の考え方

産学連携事業に関する調査研究は、過去数多

く実施されている。ここでは 年度以降の研

究・技術計画学会・年次大会等で研究発表され

た 件を、産学連携事業に関係する組織別の視

点と、産学連携事業に関する研究課題の視点か

ら分類する。

即ち、産学連携事業に関係する組織別視点と

しては、大学側からの視点、産業界側からの視

点、産学連携事業をコーディネートするコーデ

ィネータ－や公的組織側の視点に分類する。ま

た、産学連携事業に関する研究課題の視点とし

ては、産学連携事業の制度・組織・仕組み等に

関する視点、産学連携事業に関係する人材・人

材育成に関する視点、産学連携事業の技術テー

マや効果・知財に関する視点、産学連携事業の 図 産学連携事業の分類

マネジメントや成果の商品化・事業化に関する

視点に分類する。 件を上記視点から分類すると図 が得られる。
 
＊：一般には、国、大学、企業、財団などの研究機関を指すが、ここでは独立行政法人の産業技術総合研究所、新エネル  

ギー・産業技術総合研究機構、並びに科学技術振興機構を研究機関として取り扱う。
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１Ｅ０７

シーズ型産学連携事業のマネジメントの要諦

○鈴木康之（社団法人科学技術と経済の会、立命館大学大学院）

．まえがき

経済活動のグローバル化の進展や、異分野融合による新事業領域創成の必要性等からの研究開発活動

オープン化の流れの中で、日本経済の活性化を促進するためには、今後、企業における研究開発活動の

アウトソーシング化を一層進展させる必要がある［ ］。しかしながら、研究開発活動のアウトソーシン

グ化による効果や、効果的に進めるマネジメント方法等については、未だ十分明らかにされていない。

そこで、アウトソーシング化の一形態である産学連携事業に特化して、その効果や効率的なマネジメン

ト方法を実態に即して明らかにする。

ここでは、シーズ型産学連携事業の成功事例をヒアリング調査で調査・分析し、シーズ型産学連携事

業を効率的・効果的に進めるためのマネジメント上の要諦を報告する。

．産学連携事業の分類

産学連携とは、大学等の教育機関・研究機関＊１と民間企業が連携し、研究開発を行ったり、事業を行

うことである［ ］。

従来は、ともすると大学にある技術の種（シーズ）をもらう、あるいは企業で困っている問題・課題

（ニーズ）を解決するという単純な連携であったが、昨今、新しい産業を創出することを目指した双方

向性の連携を強化する傾向が強まり、各大学等に産学連携推進体制が組織整備され、その活動が活発化

しつつある。

企業と大学が直接、産学連携事業を進める形態のほかに、公的組織機関が介在して進める事業形態も

ある。ここでは、企業が研究開発費の負担リスクによりシーズ型産学連携事業、ニーズ型産学連携事業

と分類する。即ち、

シーズ型産学連携事業＝企業が本事業に伴う経費負担を 負担する事業

ニーズ型産学連携事業＝企業が本事業に伴う経費負担を負わない事業から ％未満負担する事業

．ヒアリング調査実施の考え方

産学連携事業に関する調査研究は、過去数多

く実施されている。ここでは 年度以降の研

究・技術計画学会・年次大会等で研究発表され

た 件を、産学連携事業に関係する組織別の視

点と、産学連携事業に関する研究課題の視点か

ら分類する。

即ち、産学連携事業に関係する組織別視点と

しては、大学側からの視点、産業界側からの視

点、産学連携事業をコーディネートするコーデ

ィネータ－や公的組織側の視点に分類する。ま

た、産学連携事業に関する研究課題の視点とし

ては、産学連携事業の制度・組織・仕組み等に

関する視点、産学連携事業に関係する人材・人

材育成に関する視点、産学連携事業の技術テー

マや効果・知財に関する視点、産学連携事業の 図 産学連携事業の分類

マネジメントや成果の商品化・事業化に関する

視点に分類する。 件を上記視点から分類すると図 が得られる。
 
＊：一般には、国、大学、企業、財団などの研究機関を指すが、ここでは独立行政法人の産業技術総合研究所、新エネル  

ギー・産業技術総合研究機構、並びに科学技術振興機構を研究機関として取り扱う。

．ヒアリング方法・項目

項の分類図から言えることは、産業界からの視点による研究がほとんどないということ、並びに商

品化・事業化に関する視点から言及した研究、制度・組織・仕組みから言及した研究はあまり多い状況

ではないということである。

産学連携事業のマネジメントを、産学連携事業の業務進展状況を時間的に捉えるフェーズと、産学連

携事業をマネジメントする経営資源の 軸から捉える。この 軸からなる各要素（交点）毎に産学連携

事業に関するマネジメントの問題点、要諦などをヒアリング調査で明らかにすることとした。

先ずフェーズについては、産学連携事業を開始する入口時点、産学連携事業を実施し進捗管理するプ

ロセス時点、そして産学連携事業を完成させ、事業化に移行させる出口時点に大別する。次に経営資源

については、企業戦略論でよく使われるリソースド・ベース・ビュー（ ：

）の概念［ ］を基本に、人 組織、体制 ・物 技術 ・金・情報に着目してマネジメントを考える

こととする。

即ち、人については、人と人との関係・組織体制などに着目したマネジメント、物については産学連

携事業で対象とする開発の中身や、事業化のターゲット、評価尺度等に関するプロセスマネジメント、

金については研究資金や資金運用・企業メリット等、情報については情報管理、対外発表・特許等の知

財権等に関するマネジメントを中心に考えることとし、そのような視点からヒアリングすることとした。

ヒアリング項目は、フェーズとの関係から、表 に示す項目で行うこととした。代表的な具体的ヒア

リング内容を表 以下に示す。なお、全体を通じて感じる産学連携事業に関する課題・提言等も併せて

ヒアリングすることとした。

表 ヒアリング項目の経営資源とフェーズとの関係

フェーズ

経営資源

入口 プロセス 出口 全体を通じての

課題・提言等

情報 意思決定・知

財・情報管理等

①産学連携事業

開始の意思決定

②契約内容

⑧情報管理 ⑫知財権の取り

扱い

⑰産学連携の課

題

⑱制度改善

金（資金） ③企業メリット ⑨状況変化に対

する対応

⑬成果の事業化

実用化

物 技術・評価 ④ 研 究 開 発 目

的・テーマ等

⑩プロセス進捗

管理

⑭企業としての

評価と実際評価

⑮成功判定基準

人 組織・体制

⑤計画策定時の

背景

⑥企業戦略との

整合性

⑦連携先

⑪プロジェクト

推進体制

⑯実用化体制

③関連：産学連携を進める上で、大学の研究室と結びつく企業側のメリットとして、まず最先端の研究

内容が考えられますが、その他メリットにはどのようなものが挙げられますか？例えば、・質の高い学

生の採用、・技術情報のアドバイス、・安いコストで大学の研究成果を獲得など。

⑤、⑥関連：産学連携に取り組まれた背景には、新しい技術開発と市場開拓のためのアライアンス戦略

などと思いますが、一番のトリガーとなったものは何でしょうか？例えば、・ニーズに対応した製品開

発の強化、・独創的な製品開発の強化、・基礎研究の強化、・研究開発テーマの多様化、・研究開発のスピ

ードアップ化など。

⑨、⑩ 関連：プロジェクト途中の進捗管理にあたっては、どのようなマネジメント手法を実施してい

ますか？例えば、・進捗確認・管理の実施、・成果報告やフォローアップの実施、・進捗に応じて、研究

開発の進め方を協議・修正、・マイルストンの設定による進捗管理等。
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⑬関連：産学連携による研究活動の結果、技術の特性や製品化コストあるいはマーケットの状況等から事

業化に至ったケースあるいは断念されたケースがあると思います。その決定は、社内のどの部門でどのよう

な判断基準に基づいて評価・実施されておられますか？また、実用化に至ったケースの収益性はほぼ予

測通りでしょうか？また、断念された理由で一番多いものは何でしたでしょうか？

判断基準として例えば、・技術特性目標値達成、・市場価格実現、・研究開発費回収達成の可能性

．ヒアリング調査対象

科学技術振興機構（ ）や新エネルギー・産業技術総合開発機構（ ）等の独立行政法人が介在

するシーズ型産学連携事業の成功判定基準は「技術的ターゲットを達成し得たか否か」にある。この判

定基準で成功と評価されている成功事例のうち、平成 年から平成 年に実施された事例から大企業

が取り組んだ の成功事例を選択［ ］［ ］し、平成 年 月から 月にかけてヒアリングを実施し

た。ヒアリングケース及び訪問先を表 に示す。

表 ヒアリングケース一覧

ヒアリング訪問先 テーマ名
開発委

託元

㈱東芝

研究開発センター

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子デ

バイス技術開発

フジクラ㈱

開発企画部
窒化アルミニウム単結晶の製造技術

川崎重工業㈱

技術企画推進ｾﾝﾀｰ
多患者細胞自動培養装置

積水化学工業㈱

センター
微小電気化学セルを利用した重金属分析装置

日本ゼオン㈱

総合開発センター
植物成長調整剤ｼﾞｬｽﾓﾝ酸誘導体

大陽日酸㈱

事業部
酸素 安定同位体標識水の製造技術

出光興産㈱

ｱｸﾞﾘﾊﾞｲｵ事業部
炭そ病防除用微生物農薬

浜松ホトニクス㈱

中央研究所

産学官連携部

量子井戸構造半導体赤外線 ～ μ レーザ素子の製造

技術

東洋建設㈱ 過熱水蒸気による油汚染土壌浄化技術

日立電線㈱ 電子線照射による高機能フッ素樹脂の製造技術

．ヒアリング調査実施結果

公的機関を利用して進められる産学連携事業について、表 に記載のテーマについて、「入口」「プロ

セス」「出口」の つのフェーズに分けヒアリングを実施した。また、併せて、産学連携事業全般にわ

たる評価・課題・提言等についてもヒアリングを行った。

本調査研究の主目的は、産学連携事業を成功裏に実施するマネジメントの要諦を明らかにすることで
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⑬関連：産学連携による研究活動の結果、技術の特性や製品化コストあるいはマーケットの状況等から事

業化に至ったケースあるいは断念されたケースがあると思います。その決定は、社内のどの部門でどのよう

な判断基準に基づいて評価・実施されておられますか？また、実用化に至ったケースの収益性はほぼ予

測通りでしょうか？また、断念された理由で一番多いものは何でしたでしょうか？

判断基準として例えば、・技術特性目標値達成、・市場価格実現、・研究開発費回収達成の可能性

．ヒアリング調査対象

科学技術振興機構（ ）や新エネルギー・産業技術総合開発機構（ ）等の独立行政法人が介在

するシーズ型産学連携事業の成功判定基準は「技術的ターゲットを達成し得たか否か」にある。この判

定基準で成功と評価されている成功事例のうち、平成 年から平成 年に実施された事例から大企業

が取り組んだ の成功事例を選択［ ］［ ］し、平成 年 月から 月にかけてヒアリングを実施し

た。ヒアリングケース及び訪問先を表 に示す。

表 ヒアリングケース一覧

ヒアリング訪問先 テーマ名
開発委

託元

㈱東芝

研究開発センター

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造ナノ電子デ

バイス技術開発

フジクラ㈱

開発企画部
窒化アルミニウム単結晶の製造技術

川崎重工業㈱

技術企画推進ｾﾝﾀｰ
多患者細胞自動培養装置

積水化学工業㈱

センター
微小電気化学セルを利用した重金属分析装置

日本ゼオン㈱

総合開発センター
植物成長調整剤ｼﾞｬｽﾓﾝ酸誘導体

大陽日酸㈱

事業部
酸素 安定同位体標識水の製造技術

出光興産㈱

ｱｸﾞﾘﾊﾞｲｵ事業部
炭そ病防除用微生物農薬

浜松ホトニクス㈱

中央研究所

産学官連携部

量子井戸構造半導体赤外線 ～ μ レーザ素子の製造

技術

東洋建設㈱ 過熱水蒸気による油汚染土壌浄化技術

日立電線㈱ 電子線照射による高機能フッ素樹脂の製造技術

．ヒアリング調査実施結果

公的機関を利用して進められる産学連携事業について、表 に記載のテーマについて、「入口」「プロ

セス」「出口」の つのフェーズに分けヒアリングを実施した。また、併せて、産学連携事業全般にわ

たる評価・課題・提言等についてもヒアリングを行った。

本調査研究の主目的は、産学連携事業を成功裏に実施するマネジメントの要諦を明らかにすることで

ある。この視点からヒアリング結果を精査すると、入口のフェーズでは「産学連携事業開始の意思決定」、

「計画策定時の背景」、「企業戦略との整合性」に、プロセスのフェーズでは「プロジェクト推進体制」

に、また出口のフェーズでは「成功判定基準／社内評価」のヒアリング項目に成功要因を窺わせる意見

が多く得られた。それらを要約すると、産学連携事業を成功に導く成功要因は以下のように集約できる。

●産学連携事業を開始する事前段階では、企業側の強い目的意識があり、企業戦略等に合致しているこ

とが肝要で、経営層まで意識統一されていること。

●事前に産学間の協議が十分なされていること。

●産学連携事業のプロジェクト管理は、リーダーの強いリーダーシップにより、企業側が主導すること。

●産学連携事業を進める際には、途中の状況変化にも柔軟に対応できるよう、経営層まで巻き込んだ体

制を確立しておくこと。

●産学連携事業の企業内における評価判定基準を明確にしておくこと。

なお、今回のヒアリング調査で、いくつかの特徴が浮き彫りにされた。

それらを以下に示す。

特徴 ：産学連携事業に取り組む以前から、技術や研究に関するある種のコミュニティーが形成されて

いて、そこでの情報交流が産学連携事業をスタートさせるベースになっている。

特徴 ：産学連携事業の企業内における判定基準は 、 の技術ターゲットを達成したか否かの一

律ではなく、区々である。技術ターゲットをクリアしていなくても、社内で一応の評価を得て

おり、成果を事業に結び付ける努力が継続されている。

．シーズ型産学連携事業マネジメントの要諦

今回のシーズ型産学連携事業を成功に導くマネジメントの要諦のまとめは、シーズ型産学連携事業の

の成功事例を分析調査した結果から導いたものである。分析調査した成功事例数も限られたものであ

り、また不成功事例の比較調査分析を行っていないので、マネジメントの要諦と言うには不十分の感が

否めない。

しかしながら、産学連携事業を事業化まで含めて成功に導くマネジメントの主要なポイントは、

・企業側の企業戦略と整合した強い目的意識に基づいた取組みであること。

・企業側の強力なイニシアチブ、リーダーシップにより主導されていること。

・そして、経営層まで巻き込んだ組織力があること。

と言える。

．あとがき

今回の調査研究は、シーズ型産学連携事業の成功事例に限って調査分析した結果からのマネジメント

の要諦である。ニーズ型産学連携事業も含めての産学連携事業、更にはアウトソーシングによる研究開

発のマネジメントの要諦として同じようなことが言えるのか、あるいはそれぞれに独自のマネジメント

の要諦が存在するのか、更に調査研究を進める必要があることを付言する。
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